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パート１
財源としての消費税

2019年10月の消費増税は予定どおり行う
（10月18日閣議）



団塊世代
700万人



GDP対比21.5％
140兆円

GDP対比23.8～24％

190兆円

120兆円



社会保障・税一体改革
（2012年8月10日）

• 2012年6月21日三党合意
• 民主、自民、公明の三党合意

• 2012年8月10日に社会保障と
税の一体改革関連法案が参
院本会議で賛成多数で可決
さた。

• 現在5％の消費税率を14年4
月に8％、15年10月に10％に
引き上げることなどを盛り
込んだ。

• その背景は・・・

団塊世代の高齢化と、激増
する社会保障給付費問題 2012年８月１０日、参議院を通過



消費増税、2回先送りして
2019年10月へ

2014年4月から2019年10月まで4年間の延期となる



社会保障、高齢者中心を是正
～さらなる財源が必要～

•今後の社会保障政策につ
いてこれまでの高齢者中
心から「全世代型」に見
直す意向を表明

•幼児教育・保育の無償化
• さらなる財源が必要！

• 2019年10月の消費税率
10％への引き上げ
• しかし2018年改定は消費
増税なき改定

安倍晋三首相 2017年9月12日
日本経済 新聞インタビュー

https://www.nikkei.com/article/DGXLASFS12H4S_S7A910C1MM8000/?ap=1&dg=1


2017年10月22日衆院選挙の自民圧勝で安倍一強政権の継続



消費税は2019年10月に予定通り引
き上げたい（2018年10月14日）

１２12月から
来年度予算編
成が始まる。
消費税増税を
織り込んだ予
算編成へ



消費増税8％から10％へ

•１％の増税で2.8兆円の税収があがる

•２％で5.6兆円、しかし半分が国債返還分にま
わる

•子ども・子育てにも回る

•医療・介護分は1.4～1.5兆円と言われている



パート２
医療機関と消費税問題



消費税の仕組み





非課税取引
のため患者
に転嫁でき
ない





① ②
課税控除外消費税







2015年11月30日





2018年7月25日





補てん不足、バラつきの理由

•補てん不足
• 「NDBデータの抽出時に、複数月にまたがる入院日
数について各月重複してデータを抽出した」ため。

•バラつきの理由
• 病院の総収入に入金基本料が占める割合が病院類型
ごとにバラついていたため。
• 特定機能病院は手術料などが大きく、総収入にしめる入
院基本料の割合が小さいため、補てん率が下がったと考
えられる。



「衝撃を受けている。
厚労省には二重三重の
不手際について猛省を
求めたい（中川委員）

2016年、18年度の2回の
診療報酬改定の是正の機
会を4年間も逃してきた
ことは非常に大きな問題
だ（猪口委員）

2018年9月中医協



今後の対応①
厚生労働省保険局

•過去の調査では、病
院種別や入院種別で
相当のばらつきが確
認された。このバラ
つきにどのように対
応する必要があるか、
検証調査のさらなる
精緻化、複数回調査
の実施なども含めて
検討しなければなら
ない

森光敬子保険局医療課長



今後の対応②
日本医師会

•これまでの診療報酬
で補てんする制度を
前提とした上で、
「補てん額を上回る
仕入れ消費税額を医
療機関が負担してい
る場合にはその超過
額の税額控除（還
付）を認める新たな
制度」を求めている

日本医師会今村聡副会長



今後の対応③
財務省

• ①医療保険制度内での対応
とすること

• ②総額において医療機関等
が負担する仕入れ税額相当
額の範囲内での対応とする
こと

• ③各科間、診療所・病院間
（病院部門はさらに特定機
能病院など病院の類型間）
において、おのおのの仕入
れ税額相当額の総額に基づ
いて財源配分を行った上で、
さらに各類型間の看護配置
基準別のデータも用いてで
きるだけ精緻な対応を図る
べきとしている



消費税対応
2019年診療報酬改定方針

• 2019年に実施する診療
報酬改定をにらみ、配
点方法の見直し案を示
した。

• 入院料に関しては、こ
れまでの課税経費率だ
けでなく、総収入に占
める入院料の割合
（シェア）が病院のタ
イプによってどれだけ
違うかにも配慮して上
乗せ分を決める内容。

• 年明けに案を作成する

2018年10月31日中医協



2019年の消費税改定の
行方に注目しよう


